
 
 

 

一 

地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
及
び
地
方
財
政
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案 

（
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
一
部
改
正
） 

第
一
条 
地
方
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
六
年
法
律
第
百
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

附
則
第
一
条
第
三
号
及
び
第
三
条
中
「
平
成
九
年
四
月
一
日
」
を
「
平
成
十
三
年
四
月
一
日
」
に
改
め
る
。 

附
則
第
五
条
第
二
項
中
「
附
則
第
七
条
」
を
「
附
則
第
七
条
第
二
項
」
に
、
「
所
得
税
法
等
改
正
法
第
三
条
」
を
「
所
得

税
法
等
改
正
法
第
四
条
」
に
改
め
、
「
（
次
条
に
お
い
て
「
旧
消
費
税
法
」
と
い
う
。
）
」
を
削
る
。 

附
則
第
六
条
第
一
項
第
二
号
中
「
（
当
該
課
税
期
間
が
適
用
日
前
に
開
始
す
る
場
合
で
、
所
得
税
法
等
改
正
法
附
則
第
二 

十
条
の
規
定
に
よ
り
な
お
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
る
旧
消
費
税
法
第
四
十
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
合

計
額
と
同
条
の
規
定
を
適
用
し
て
算
出
さ
れ
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
限
界
控
除
税
額
に
相
当
す
る
消
費
税
額
を
十
二
で

除
し
、
こ
れ
に
適
用
日
か
ら
当
該
課
税
期
間
の
末
日
ま
で
の
月
数
（
当
該
月
数
に
一
月
未
満
の
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
、
こ

れ
を
一
月
と
す
る
。
）
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
と
の
合
計
額
）
」
を
削
る
。 

附
則
第
八
条
中
「
平
成
八
年
度
」
を
「
平
成
十
二
年
度
」
に
改
め
る
。 

附
則
第
十
二
条
中
「
平
成
八
年
九
月
三
十
日
」
を
「
平
成
十
二
年
九
月
三
十
日
」
に
改
め
る
。 



 

 
 

 

二 

附
則
第
十
四
条
第
一
項
中
「
平
成
九
年
三
月
」
を
「
平
成
十
三
年
三
月
」
に
、
「
平
成
八
年
度
」
を
「
平
成
十
二
年
度
」 

に
、
「
平
成
九
年
七
月
」
を
「
平
成
十
三
年
七
月
」
に
改
め
る
。 

附
則
第
十
六
条
中
「
第
三
条
」
を
「
第
四
条
」
に
改
め
る
。 

附
則
第
十
八
条
中
「
平
成
九
年
度
」
を
「
平
成
十
三
年
度
」
に
、
「
平
成
八
年
度
」
を
「
平
成
十
二
年
度
ま
で
」
に
改
め

る
。 附

則
第
二
十
条
及
び
第
二
十
一
条
第
一
項
中
「
平
成
九
年
度
分
」
を
「
平
成
十
三
年
度
分
」
に
改
め
る
。 

附
則
第
二
十
七
条
中
「
平
成
九
年
度
」
を
「
平
成
十
三
年
度
」
に
改
め
る
。 

（
地
方
財
政
法
の
一
部
改
正
） 

第
二
条 

地
方
財
政
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

第
三
十
三
条
の
二
第
一
項
中
「
平
成
八
年
度
」
を
「
平
成
十
二
年
度
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
平
成
八
年
度
に
お
い

て
」
を
「
平
成
八
年
度
か
ら
平
成
十
二
年
度
ま
で
の
各
年
度
に
お
い
て
」
に
、
「
平
成
八
年
度
分
」
を
「
当
該
各
年
度
分
」

に
、
「
前
々
年
」
を
「
平
成
六
年
」
に
改
め
る
。 

附 

則 



 
 

 

三 

（
施
行
期
日
） 

１ 
こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
検
討
） 

２ 

地
方
交
付
税
の
率
に
つ
い
て
は
、
地
方
の
行
財
政
改
革
の
推
進
状
況
、
地
方
財
政
の
状
況
等
を
総
合
的
に
勘
案
し
て
検
討 

を
加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
平
成
十
二
年
九
月
三
十
日
ま
で
に
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 





 
 

 

五 

理 

由 
行
財
政
改
革
等
の
状
況
及
び
経
済
の
現
状
に
か
ん
が
み
、
平
成
九
年
の
地
方
消
費
税
の
創
設
等
は
実
施
せ
ず
に
、
経
済
の
活 

性
化
と
経
済
構
造
の
改
革
を
推
進
し
、
あ
わ
せ
て
地
方
分
権
を
推
進
し
国
か
ら
地
方
公
共
団
体
へ
の
大
幅
な
権
限
の
委
譲
及
び 

地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
国
の
負
担
金
、
補
助
金
等
の
支
出
金
の
整
理
合
理
化
等
を
行
い
、
並
び
に
地
方
公
共
団
体
の
行
財
政 

改
革
及
び
住
民
税
そ
の
他
の
地
方
税
制
の
改
革
を
実
行
す
る
と
と
も
に
、
地
域
に
お
け
る
福
祉
ビ
ジ
ョ
ン
を
提
示
す
る
必
要
が 

あ
る
と
の
基
本
的
な
考
え
方
に
立
っ
て
、
平
成
十
三
年
四
月
一
日
ま
で
地
方
消
費
税
の
創
設
等
を
延
期
す
る
こ
と
と
し
、
将
来 

に
お
け
る
地
方
消
費
税
の
税
率
に
つ
い
て
は
社
会
保
障
等
の
費
用
の
財
源
を
確
保
す
る
観
点
等
を
踏
ま
え
て
検
討
す
る
こ
と
と 

す
る
等
の
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。 


